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はじめに
中国において電子産業、情報技術（IT）、オプトメカトロニクス、バイ
オテクノロジー、省エネルギー技術、環境保護技術、新素材、新医学の8分
野は、国の先端産業政策＜高新技術産業政策＞の対象として位置付けられて
いる。1980－90年代にかけての中国の主要な技術革新政策＜技術創新政策＞
は、82年に国家計画委貞会により制定された「国家技術改造計画」（技術導
入を中心として固有企業の設備水準を高める）から、94年の「中国21世紀議
程」（中国の持続的発展戦略、政策、行動計画）まで30本を数えることがで
きるlI。
その中で「先端技術の産業化」に深く関わる政策は、国家科学技術委貞会
による86年の「国家高技術研究発展計画（略称＜863計画＞）」（重点領域の
先端技術研究開発を進める）、87年の「高新技術産業開発区」（先端技術の産
業化のための良好な環境を整える）、8年の「高技術産業開発計画（略称＜
火炬計画＞）」（全国の先端産業の発展を促進する）である2㌔80年代中盤か
ら、国の研究機関や大学が担ってきた基礎研究や応用技術の研究開発を効果
的に産業化していく「先端技術の産業化」を促す産業政策が始まった。
国の先端産業政策において、北京市は科学技術に関する総合的な実力を有し
「先端技術の産業化」を図るための区域＜高新技術産業開発区＞の発展水準
が高い地域として注目されている。
本稿では、国内で最も大量かつ濃密に研究開発人材が集積し、インキュベ
ータ＜企業醇化器＞の整備をはじめ「先端技術の産業化」のための取り組み
日　石定恵　他扁r国家創新系統‥現状与未来j経済管理出版社、1999年、
pp．108～115
21顧朝林／超令劫ほか編r中国高技術産業与園区』中信出版社、1998年、
pp，2～7
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が進展している北京市のケースをとりあげ、今後の日本の産業地域の関わり
方について考えてみたい。
1　北京市の先端産業政策の
（1）「先端技術の産業化」
北京市の先端産業政策がターゲットとする産業分野は次の5分野である。
（り電子・情報産業分野
（り環境保護・省エネルギー分野
③生物（バイオテクノロジート新医学分野
⑥光・機・電一体（オプトメカトロニクス）分野
⑤新材料分野
2（淑）年時点において、5分野の中で主軸とするのは「電子・情報産業分野」
であり、次いで「環境保護・省エネルギー分野」と「生物（バイオテクノロ
ジー）・新医学分野」を位置付けている。こうした先端産業分野の研究開発
の成果を市場経済活動につなげていく「先端技術の産業化」が国および北京
市の産業政策における基本方針となっている。
すなわち、第一に、北京市の擁する頭脳、知識を活用して「先端技術の産
業化」を支援することである。第二に、憲法に位置付けられた私有制経済で
ある私営企業41、民営先端企業51と大学の生み出した先端企業の活動を政策
3，北京市の先端産業政策とベンチャー企業育成に関しては、西澤正樹「北
京市の高新技術産業政策とベンチャー企業」（アジア経営学会編rアジア
経営研究j第6号、2㈱年）を参照されたい。
り　私営企業とは、自然人が投資設立または自然人が株式を支配し、労働力
雇用を基礎とし、営利を追求する経済組織であるとしている。「公司法」
「合伏企業法」「私営企業暫行条例」の既定に基づき登記されたく私営独
資企業＞＜私営合伏企業＞＜私営有限責任公司＞＜私営股扮有限公司＞が
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的に支援することである。北京市の先端企業の約9割は非国有経済体であり、
さらに、その9割以上が大学や国家科学技術委員会所属の研究所の人材が独
立創業した中小企業であるといわれる。第三に、国有企業を計画経済から市
場経済へ転換するための制度改革を促し、国有企業の有する良質な経営資源
を活性化することである。第四に、先端技術の国際化を進めることである。
そして「先端技術の産業化」を図るための区域を配置している。北京市区
の北西に「中関村（北京新技術産業開発試験区）」、南に「豊台科技園区（高
新技術産業開発区）」、南東に「又荘開発区」、東に「酒仙填電子城」「通州天
竺開発区」である。
北京市では、先端技術分野において世界的に高い水準にあるとみる日本企
業等と更に深い関係を結んでいくことを期待している。しかし、現状では日
本との関係は十分ではないと考えている。すなわち、日本の先端分野の生産
技術移転は、華南地域や上海周辺の華東地域では進んでいるものの日本国内
では既に成熟化した技術であることが多い。生産・輸出基地としての華南地
域においては、そうした技術も有効であろうが、北京市においては研究開発
ある。
5j　＜民営企業＞、＜民営経済＞、＜私営企業＞の統一的な概念は未確定で
あるが、科学技術政策においては因家科学技術委員会と国家体制改革委員
会による「関干大力発展民営科技型企業若干問題的決定」（93年6月）と、
国務院が批准した「全国民営科技塾企業工作会議」（同年7月）の決定に
よりく民営科技企業＞の一定の概念規定がなされた。すなわち、集体資産
と個人資産が不明確な科学技術型企業を＜民弁民営科技企業＞、国有企業
改革途上にある国有科学技術塑企業を＜国有民営科技企業＞とし、その総
称を＜民営科技企業＞とした。将来、株式制会社＜股紛制企業＞へ移行す
るための過渡的状況を整理する用語設定とみられる。北京市人民政府と北
京市科学技術委員会は＜民営科技企業＞の概念規定を受けて、それぞれ97
年10月に「関干鼓励民営科技企業発展的若干規定」と「北京市民営科技企
業認定弁法（試行）」を施行している。
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や新製品開発に関わる頭脳、労働力が最も豊富であり、世界水準の先端技術
動向にも追随しているので最先端の技術分野での交流を期待するというもの
である。
また、北京市は研究開発に関わる頭脳は厚いが、それを活かして産業化す
る制度や製品化技術は未だ不足している。北京市産業のこうした特性を活用
して産業化する分野に日本企業の協力を求めたいとしている。北京市の有す
る優秀な「頭脳」を活かして回際競争力のある産業や製品を共に創造してい
きたいというメッセージが送られている㌔
（2）産業化を図る「場」北京市新技術産業開発試験区
北京市の保有する層の厚い優秀な「頭脳」を活かして、国際競争力のある
産業や製品を創造するエリアとして指定されたのが北京市新技術産業開発試
験区（以下、試験区）である。北京では80年代初期より「先端技術の産業化」
に取り組んでおり、それは次の3政策に基づくものであった。
（9民営先端企業の創出
（わ火炬（たいまつ）計画の推進
③高新技術産業実験区の整備
北京市が最初に設定した「高新技術産業実験区」は、槌年に国務院の批准
を得て「北京市新技術産業開発試験区」となった。現在、全国に52カ所の国
家級の「高新技術産業開発区」があるが、その最初の指定となった。北京市
の西北に位置する海淀区中関村を中心とした約1（相加2がそのエリアであり、
約1．8km2の「上他店息産業基地」と約4km2の「永皇工業基地」を含む。
中関村には大学および各類の高等院校が乃校あり、在校生は約30万人、そ
のうち修士課程に約2万人、博士課程に約7千人が在籍している。また、北
6つ　こうした見解は、2（X氾年3月の北京市新技術産業開発試験区管理委員会
のヒアリングによる。
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京市にある中国科学院、国務院部門、北京市に属する自然科学、社会科学、
科学技術情報研究などの研究所は430機関を教え、研究開発に従事する人月
く科技活動人月＞は約8万人である。これらの研究所のうち138機関が中関
村に立地している。さらに、中関村には先端認定企業が4，（X氾社以上、外資
系企業は1，（X泊社以上を教えている㌔
中関村の先端企業で最大の売上高を達成しているのは聯想集団（2Ⅸ沿年時
点、約160億元／年（約2，4（氾億円））である。さらに四通集団、北京大学・方
正集臥清華大学・清華紫光集団、清華同方集団、海科学集団などが代表的
な先端企業である。試験区の貿易取引額を加えた工業生産額のうち約6割が
電子・情報分野が占めており、98年には国家批准のソフトウエア開発基地の
指定も受けている。その中核となるのは北大方正集団、北大青島公司、清華
同方集団公司、清華科技園、中軟捻公司および中国科学技術委員会傘下の6
公司と15の中堅公司である。
先端技術分野における仝因のソフトウエア開発に関する人材の約6割が北
京市に集積していることから、北京市は電子・情報産業分野に特に注力して
いく方針である。そのため、各種の産業支援政策を制定している。その第一
は、外資先端企業の誘致促進である。すでに、モトローラ、マイクロソフト、
三菱電機、松下電器産業など、それぞれ総投資額500万ドル以上の大型外資
先端企業が30数社進出している。中には多国籍企業としての研究開発拠点を
北京市に配置している企業も少なくない。
第二には、私営、民営先端企業への支援である。北京市の先端企業の約9
割は非国有経済体であり、その9割以上が大学や科学技術委員会傘下の研究
7－　これらの数値については、科技諮鞠業協会／智密区研究所F中関村十年
之路」改革出版社、1998年、pp．67、pp．233、北京科学技術委員全編F北
京科技年劉北京科学技術出版社、1998年、「北京市新技術産業開発試験
区概況」（r北京市新技術産業開発試験区」1999年）を参照している
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所などから独立創業した中小企業である。北京市は彼らが科学技術を産業化
する中核であるとして様々な支援施策を講じている。例えば、2（X氾年時点で
市内に12ヶ所のインキュベータを整備していること、3社のベンチャーキャ
ピタル、4機関のベンチャー担保基金を設立したことなどである。
第三には、試験区以外に立地する先端企業を支援することである。これま
で大型の多国籍企業の進出を受け止めてきてはいるが、今後は先端中小・中
堅企業の技術や資金の誘致を進めていくこととしている。
海淀区中関村は、この10数年の間に大きく変貌している。93年の海淀路は
ポプラ並木の続く北京郊外の落ち着いた大学街であった。沿道にはコンピュ
ータや電子部品を扱う商店（電子街）の集積がはじまり、その裏側には民家
を改装した自然発生的なインキュベータが密集していた。その後、都市再開
発が急ピッチで進められ、海淀路は片側4車線に拡幅され、成長した先端産
業企業の高層ビルが建ち並んでいく。現在も「北京のシリコンバレー」＜北
京珪谷＞の形成を意識した都市改造が進められている。
写真－1　ポプラ並木の海淀路（93　　写真－2　海淀路周辺の再開発（99
年）
魁一rJ謬
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写真－3　高層ビルが建ち始める　　写真－4　現在の海波路周辺（04年）
（2α）0年）
2　インキュベータ＜企薬照化器＞の整備
北京市では大学や研究枚関の学生、研究員などが活発に新規企業を創業し、
あるいは既存企業の二次創業が起こり、大量の民営の科学技術型企業＜民営
科技企業＞8－が創生している。北京市では、そうした先端企業の創業を支援
するため、インキュベータ＜企業醇化器＞の整備を進めている。
中国におけるインキュベータく企業醇化器＞に関する政策的な位置付けは、
87年に中国科技促進発展研究中心が武漢、天津、広州、西安、上海の高新技
術創業服務中心を対象として「高新技術創業服務中心的可行性研究」を行い、
「武漢東湖創業者中心」を中国で最初のインキュベータとして認定したとこ
ろから始まる91。ここから、中国のインキュベータ事業が正式に開始される。
88年から実施した＜火炬計画＞では、く高新技術創業服務中心＞の建設が
重要任務として取り組まれ、89～90年には既に30カ所のインキュベータが成
8〉　北京市人民政府と北京市科学技術委員会は＜民営科技企業＞の概念規定
を受けて、97年10月に「関干鼓励民営科技企業発展的若干規定」と「北京
市民営科技企業認定弁法（試行）」を施行している。
9）RustamLakaknr醇化与備飛j民族出版社、2㈱年、pp．7
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立していた。最初のインキュベータを認定してから概ね10年後の96年末には
全国に80カ所を超えるインキュベータが設立されており、97、99年にかけて
38カ所の創業中心を国家級として批准している10－。
国家科学技術部火炬中心の統計によれば、弘年末の全国のインキュベータ
は110カ所を数える。そのうち77カ所のインキュベータの総延床面積はお．4
万m2、入居企業数4，138事業所、就業人月14万人、入居企業の総売上高約61
億元、98年にインキュベータにて創業した企業1，2魂事業所、これまでの“卒
業’’企業数1，316事業所となっている1㌔
これらのインキュベータは「総合性科技企業醇化器」「大学科技園（40カ
所）」「専業技術好化器」「国際企業醇化器（8カ所）」「軟件科技園（11カ所）」
「海外留学人貞創業園」に分類される。
インキュベータ事業では、施設整備とともに入居企業に対するサポート機
能が重要であることが認識されており＜企業貯化器管理人員＞（いわゆる、
コーディネータ）の役割や資質についての検討がなされている。
中国の主要都市では、この10数年の間に急速にインキュベータが整備され
てきた。中でも北京市の科学企業インキュベータの発展は著しかった。99年
末には北京市のインキュベータ床は10万m2を超え、創業したベンチャービ
ジネスは約4∝）項目（そのうち企業創業は約3（氾事業所）に達し、約3，600人
の新規雇用を発生させたとされる。北京市の中関村を中心とする一帯の大学、
研究機関には全国から優秀な「頭脳」が集まり、先端ベンチャー企業の創生
も活発である。以下では、2（X船年の現地調査を踏まえ北京市の4カ所のイン
10コ　天津、重慶、成都、成都南新区、西安、吟ホ浜、長春、武漢、大慶、北
京、蘇州、北京中関村豊台、北京中関村海淀、石家庄、保定、藩陽、大連、
上海、上海滑河淫、上海張江、南京、合肥、江酉、済南、威海、洛陽、貴
陽、昆明、宝鶏、包頭、書林、江蘇、無錫、常州、済撃、鄭州、株洲、潅
陽
m Rustam、前掲書、pp．35
－48－
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キュベータに関する状況をみていくことにする。
写真－5　中関村の自然発生的イン　　写真－6　上海市滑河浬のインキュ
キュベータ（93年） ベータ（92年）
（1）北京市留学人員海淀創業園
中国から海外に留学している人員は30万人以上といわれる。彼らの中には
海外で先端技術関係を修学し、海外市場の動向やルールを理解し、現代企業
管理を身に付けて帰国し、事業を創業したいという意欲の高い人材が少なく
ない。そうした帰国人材の創業の受け皿として「海外学人賠化器」あるいは
「海外学人創業園」「留学人員創業園」とよばれるインキュベータがある。
既に全国で30カ所近くが整備され、先端企業として育成するための環境を提
供している。
北京市留学人月海淀創業園（以下、創業園）は、上地信息産業基地の一画
において97年10月に正式に開園したインキュベータである。「北京市留学人
月服務中心」と「北京海淀新技術産業開発試験区創業服務中心」の共同建設
によるインキュベータ整備の背景は次のようである。
88年に北京市新技術産業開発試験区が全国で始めての国家級の高新技術産
業開発区として誕生した。その中心地区の中関村には大学人材、科学研究院
人材及び、帰国留学生人材が豊富に存在し、彼らは試験区の優遇措置を活用
して事業の創業に取り組んだ。しかし、事業化に関しては経験が薄いため失
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敗も多かった。その原因は次の3点であった。
ア∴創業支援体制が弱かった
ィ．事業経営に関する知識が十分でなかった
ウ．事業化にともなう競争を理解する先端人材が少なかった
そこで、いきなり市場競争の中で創業するのではなく、これまでの失敗の
原因に対応しながら創業できる「創業園」を整備することとなった。
79年の開放政策以降、大量の留学生が欧、米、日、オーストラリアなどへ
渡った。彼らの中には海外での10数年の研究、勤務の後、帰国して事業を興
したいという意向を持つ者も少なくなく、創業園はそうした人材の新規創業
を支援対象としている。そもそも、留学生創業園の事業構想は帰国留学生が
政策提案したところから始まったといわれる。
創業園は5階建ての電子工業向け標準工場ピルのフロア（約6，釦Om2）を
購入しインキュベータとして用いている。開園時には18社の入居からスター
トし、2（朕）年時点で舶社（約300名）が入居しており、55社が卒業している。
これまで創業園を活用した留学生の約半分は米国からの帰国組である。日本
からの帰国組は約25％を占め、10数社が新規創業を果たしている。
事業創業を目指す人材は留学先で卒業し企業に就業した経験のある者が多
く、留学先の大学に残った人材は帰国後も大学や研究院への就職を希望する
傾向がある。また、北京市内の大学から留学するケースが多いものの、他地
区の大学から留学し北京市で創業を目指す者もある。当インキュベータでは
電子・情報分野、ソフトウエア開発分野、医療分野での創業が比較的多い。
入居要件と優遇措置
創業苛への入居要件は留学生本人の要件と技術要件がある。留学生要件は、
国費・私費で1年以上、大学や大学院に留学した者、国内で中級以上の専門
技術職にあって海外の研究所、研究機関に1年以上就業した者とし、湘年以
降に帰国した者で海外永久居住権を持つ者、留学国に再入国資格を持つ者を
含む。入居を申請する企業の主要な創業者が上記の留学人月であること、申
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請人は企業創業に必要な資本金、技術項目、専門人材を有していることが必
要である。
技術項目要件は「電子情報技術」「生命科学とバイオテクノロジー」「現代
通信技術」「オプトメカトロニクス技術」「材料科学と新材料技術」「新エネ
ルギー」「環境保護技術」「新医薬技術」の8分野であり、それぞれ関係部に
よる技術認定が必要である。
創業園の入居企業への優遇捨置には次のものが用意されている。
ア．企業所得税の優遇
入居企業には試験区の新技術企業として企業所得税の“三免三半免”の優
遇が受けられる。すなわち、利益が発生してから3年間を免税、その後の3
年間の企業所得税を7．5％、7年目以降を15％とするものである。
ィ．家賃の優遇
捷供床は即m2を基本ユニットとし30m2から100m2のユニットを提供し
ている。1年目の家賃は無料、2年目は市場家賃価格の40％、3年目は市場
家賃価格の70％としている。北京市の市場家賃価格は共有部分を含めて2元
（約30円）／m2／日程皮であるが、創業園では占有部分のみを対象にして
2．5元（約37．5円）／m2／日を基準としている。家賃のほか共益費（水道、電
気、集中暖房）は、0．5元（約7．5円）／m2／日、電話は入居者が設置するこ
ととなっている。
ウ．創業初期支援
企業登録手続きのサポート、先端技術認定手続きのサポート、法律・政策
などの情報捷供、法律、財務、展示・販売などの相談、創業支援資金＜醇化
資金＞の調達サポートなどを提供している。
北京市の創業支援資金については、現在は未だ米国のベンチャーキャピタ
ルのような資金ではないが「火炬（たいまつ）計画」「新産品開発計画」「成
果推進計画」などによる資金をもとにして、98年から3つの金融機関と4つ
の担保機構が「風険投資基金」と「開発資金融資服務」を開始している。創
－45－
（243）
業園では、そうした資金を入居企業に紹介し投融資元への企業説明を行って
いる。
創業優遇措置を受けられる創業園への入居期間は3年間とされるが、その
後の新たな企業成長が見込まれるなどの条件が満たされれば入居期間の延長
もある。
創業園の組織と今後の計画
創業園の運営管理組織は23名の職員により構成される。彼らは北京市新技
術産業開発試験区の職員であり当機関に配属されている。組織の位置付けは
試験区弁公室の一部門となり、行政上は海淀区に属する。資金は北京市科学
技術委員会に多くを負っている。
こうしたインキュベータは全国の高新技術産業開発区に配置されており、
インキュベータ同士の交流も行っている。施設の規模が大きく活動が活発な
のは西安市、成都市、天津市、蘇州市のインキュベータであるといわれてい
る。米国への留学生の帰国、創業を促した台湾の新竹科学園を先行事例とし
て研究している。
創業回のインキュペートスペースは満杯となっており、10数社（名）が
入居待機している。床を最大限に提供しているので、供用スペースが不足し
周囲の施設を使っている状況にある。毎年、留学先国に訪問し創業園の事業
説明と入居募集、創業啓発を行っており、米国では年に2回の説明会を開催
している。留学生の反応は良好であることから、現施設に加えて20（沿年末に
は教育社が入居可能な大規模なインキュベータ「中関村国際好化器園」が完
成した。
北京市における一つのインキュベート事業である創業園では、開園後、わ
ずか1年半にしていくつものベンチャー企業の新規創業を生みだし、一定の
成功に到達している。ベンチャーキャピタルなどの開発投融資資金や事業担
保制度などの仕組みの充実はこれからの課題として残されているものの、先
端技術の産業化をめざした新規創業の「場」を政策的に提供していることは
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留学生の創業予備軍の注目と期待を集めている様子である。
中開村国際鮮化園
中開村国際解化園は20㈱年12月、上地信息産業基地に完成、「北京中関村
国際醇化器有限公司」が運営管理する公設民営のインキュベータである。北
京中開村国際醇化器有限公司は、北京首創科技投資有限公司、北京実創高科
技発展総公司、北京北辰実業集団、北京中関村科技発展有限公司、北京科技
風険投資股紛有限公司、北京高科技創業服務中心、北京市留学人貞服務中心、
北京新技術産業発展服務中心の投資開発機関と創業支援機関が出資して設立
した。
延べ床面積別，0榊m2の施設には、2∝通年7月までの問に19カ国から帰国
した約350名（うち博士120名、修士140名）の留学人員が283社の高新技術企
業を創業している。2∝姥年現在、日本からの帰国留学生が創業した入居企業
は4社である。
写真「7　北京市留学人月海淀創業
園（2（X氾年）
写真一8　中開村国際醇化園（似年）
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撚　北京高科技創業服務中心
北京高科技創業服務中心（以下、創業服務中心）は、お年からスタートし
た「火炬（たいまつ）計画」に位置付けられている。北京市科学技術委員会
直属の独立法人資格を持ち、科学技術の企業化を管理する国有事業単位とし
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て、89年3月に設立された。88年以降の10年間で中国の科学技術政策は多様
化を進め、先端技術と産業化を巡る環境も大きく変化した。例えば、全国に
52カ所の高新技術産業開発区が指定・整備され、100カ所を超えるインキュ
ベータが配置されることとなった。創業服務中心もそうした大きな流れの中
で設立された先端技術の産業化を支援する拠点の一つということができる。
創業服務中心は、北京市の「火炬（たいまつ）計画」による科学技術成果
の産業化を促進するために「人」「場所」「資金」「情報」を提供することが
任務とされ、93年までは企業経営の側面的な支援が中心であった。すなわち、
産業化に関わる情報提供サービス、ビジネス・インターフェイス・サービス、
国際ビジネス支援サービスといったソフト事業に取り組んだ。93年にインキ
ュベート施設である「創業大屋」を建設し創業企業向けの「場」を提供する
とともに、人材育成サービスなどの施設を活用した支援サービスを提供して
いる。そして今後は、開発資金、事業化資金の投融資、担保機能の提供サー
ビスに展開していくこととしている。
「創業大庭」の概要と事業内容
「創業大足」は、北京市街北側の朝陽区の第4環状道路沿いに位置し延べ
床面積8，3伽m2の施設である。4，200m2の試作開発が可能な作業場、事務所
スペースを中心として、1（泊名の宿泊施設、8つの会議、研修施設、レスト
ラン、交流スペースなどを配置している。企業入居スペースには、2（氾4年現
在26社が入居しており、93年以降累計で80社がインキュベータから巣立って
いる。創業服務中心の組織は大学卒11名、大学専科卒5名、高校・中学卒3
名の19名から構成される。大卒人材は高級専門人材（教授クラス）と中級専
門人材（講師クラス）としての資格を有している。
創業服務中心の提供している支援サービスは、先端企業の創業に向けた
①情報提供　⑦事業資金の融資、投資、担保提供　③創業スペースの提供
④ビジネス・インターフェイス　⑤人材育成　⑥国際ビジネス支援の6分野
である。この中で、特に事業資金の融資、投資、担保提供事業に関しては、
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他のインキュベータと較べて一歩踏み込んだ支援を展開している。
融資、投資、担保提供
創業服務中心の保有している投融資資金と担保資金は、北京市政府資金
5，（X沿万元（約7億5千万円）、銀行からの借入資金、企業からの投資資金、
個人の寄付金からなる。こうした資金は先端企業、ベンチャー企業への融資、
投資、担保提供として運用している。
ア．融資
融資は一般の金融検閲と同様の手続きで市中金融の貸付利率より低利で資
金を融資している。すなわち、インキュベータ入居企業を含む先端企業、ベ
ンチャー企業からの融資申請を受け付け、事業内容を検討し、一定の条件で
貸し付けを行い、資金回収を行うというものである。主に「火炬（たいまつ）
計画」による融資資金の5，脇0万元（約7億5千万円）を充当している。
こうした融資案件は、この10年間で約160プロジェクトがあり、融資実績
累計は約1．5億元（約22．5億円）に達している。
ィ．投資
創業服務中心の資金の投資には5つの形態がある。
［合作創業投資］
新規企業創業に際して共同事業者として資本金（株式）を出資し聯営企業
の経営に参加する。既に冶金分野の新規事業に取り組む清華大学関係の企業
やバイオテクノロジー分野の企業など4社にそれぞれ、50万元（約750万円）
～6㈱万元（約9，（X氾万円）の出資を行い、各企業の10％程度の株式を保有し
ている。
［就地創業投資］
既存企業の新分野への事業展開に資金投資する。大学傘下企業へ投資する
ケースが多い。
［単項創業投資］
「火炬（たいまつ）計画」での開発プロジェクトへの資金投資
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［独資創業投資】
創業服務中心が自ら新規事業創業を図る。既に1（泊万元（約1，5㈱万円）
と2（氾万元（約3，的0万円）を投資して2社のソフトウエア開発企業を立ち
上げ、創業服務中心の直属公司として当インキュベータで操業している。
［建寓操業投資］
創業の「場」を提供した企業への投資
ク．担保提供
先端企業、ベンチャー企業が市中金融桟関から融資を受けるのに必要とな
る債務保証を行うための基金として「担保資金」5，∝泊万元（約7億5千万円）
を保有している。基金の正式名称は「北京市高新技術産業発展融資担保資金」
といい、北京市人民政府が創業服務中心にその運用を委託している。今後、
2億元（約30億円）まで拡大することが見込まれている。最高担保金額は担
保資金の10倍までで、1件当たりの最高担保金額は1，0㈱万元（約1億5千
万円）、最低担保金額は勤万元（約750万円）となっている。
担保資金の活用を申請できるのは　①北京市科学技術委員会が批准した先
端企業および民営科学技術企業　②北京市に属する科学研究所、北京市にあ
る中央の科学研究院および大学・専門学校　③北京市の指定する六大先端技
術分野に関わる国家級科学技術開発プロジェクト、市級科学技術開発プロジ
ェクトである。
A公司から創業服務中心に申請された担保資金案件は仲介機構の審査を受
ける。仲介機構には政府機関の専門家の約的0名が登録されており、専門分
野の見地から事業計画を審査と評価を行う。審査を通れば北京国際信託投資
公司で運用されている5，∝沿万元（実際は5億元までの担保力を持つ）で融
資を担保し、8大銀行からA公司に融資がなされる。
融資が実行されればA公司は北京国際信託投資公司に融資額の1、2％、
伸介機構に融資額の0．1－0．3％を支払う。
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写真－9　北京高科技創業服務中心　創業大足（2∝沿年）
こうした創業服務中心の担保基金は、先端技術成果の産業化という命題に
対する新たな事業資金の融資担保システムとして着目する必要があろう。そ
してさらに、創業服務中心の投資業務については、資金回収はこれからとは
いうもののインキュベータとしてのダイナミックな支援事業の取り組みとし
て注目される。
（3）北京新技術産業開発試験区豊台科技園区
北京新技術産業開発試験区豊台科技園区（以下、豊台園区）は、国家科学
技術部の批准した高新技術産業開発区の一つである。92年に計画が批准され
建設に着手された。北京市には3ヶ所の国家高新技術産業開発区が配置され
ている。すなわち「中関村」「昌平」そして「豊台」である。「中関村」は大
学、科学技術研究所の頭脳の集積を特徴とする。「昌平」は建築材科、電気
機械の生産拠点としての特徴を持つ。そして「豊台」は中央政府や北京市に
属する69機関を推し、先端技術の応用研究と産業基地としての特徴を有する。
豊台園区は北京市の南西郊外に位置する豊台区（3鵬加2）の中の50km2を計
画線面積とし、そのうち5k血2を豊台園区産業基地（豊台科学城）としてい
る。20α）年現在、豊台科学城の第一期開発の1．24km2が整備されたところに
ある。
導入期待業種は、①電子情報産業　②バイオテクノロジー　③レーザー関
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係　④新素材であり、電子情報関係ではベル（ベルギー）、海華（国有企業）
など、メカトロニクス関係では冶金部工業自動化研究院、昌撃など、環境保
護関係では緑創集団（民営企業）などが進出している。豊台園区全体には現
在1，021社の企業が存立しており、うち外資企業は52社、日系企業はソフト
ウエア閑発ほか小規模な2社となっている。
豊台科学城は首都医科大学、首都経貿大学、中国電子工程学院の3大学、
中国ロケット研究院、軍事医学科学院、冶金部工業自動化研究院などの有力
研究所を背景にしながら、①国際インキュベータ　②産業基地（工業団地）
③電子街　を主要な産業要素としている。産業基地には既に一定の企業の
立地が見られ、電子街には現在100件余りの電子部晶等の販売店が集積して
いる。
北京豊台国際企業解化中心
北京豊台国際企業醇化中心（以下、北京工BI）は、豊台園区整備の一環
として建設されたインキュベータである。国家科技部所管のインキュベータ
の中で「国際企業醇化器」として北京、上海、天津、重慶、成都、武漢、西
安、蘇州の8カ所が国連のUNI）P（国際連合開発プログラム）の認定を受
けている。
北京IBIは糾年に12，（沿Om2の延べ床面積を有する施設として完成した。
完成と同時に電子情報分野、環境保護分野、医薬分野、レーザー分野の先端
・ベンチャー企業が20数社入居した。96年にUNDPの認定を得て、98年に
は国家科技部により国家級のインキュベータとして全国寄カ所の一つに認定
され、さらに拡大して現在、延べ床面積約3，（X泊m2の施設となった。
UNDPによる国際企業インキュベータのコンセプトは、欧米アジア太平
洋地区の中小企業や研究開発機関、海外留学生が中因において事業創業する
ための環境を整えるというものであり、豊台園区のインキュベータは国連の
提案を受けて北京IBIとなった。実際には国家科技部の政策のもとにあり、
国連は認定したのみで直接的な支援はないとのことである。国際企業インキ
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ユベータの認可要件は、①インキュベータの規模が8，（X沿m2以上　⑧入居企
業の人材、設備が一定の科学技術水準以上にあること　③インキュベータ施
設の運営管理体制が十分であることというものである。
北京IBIには先端企業認可をうけた企業が69社、一般企業61数社の合計
130社、従業貞約1，5仙名が入居している。匡l内の先端企業が1（姥社、帰国留
学生の創業企業が13社、欧米アジア太平洋地区（米臥香港、台湾、イスラ
エルなど）の企業が13社となっている。先端技術分野別には、電子情報分野
42％、環境保護分野41％、メカトロニクス分野11％、新医薬分野6％の構成
となる。
入居企業への優遇措置は北京市の他のインキュベータと同様であり、企業
所得税15％で、3年免税3年半免、1年目の家賃は無料、その後の減免家賃
の捷供、各種情報提供、資金調達のサポートといった内容である。今後の方
針は、①インキュベータ・スペースの規模拡大　②販売支援、資金調達支援
などのソフト事業のサービス向上を掲げている。
写真－10　北京豊台国際企業鮮化中心（20㈱年）
㈲　北京市新技術産業開発試験区昌平科技園区
北京市新技術産業開発試験区昌平科技園区（以下、昌平園区）は中関村、
豊台園区とともに北京市に配置された3ヶ所の国家高新技術産業開発試験区
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の一つである。91年に北京市政府の批准を受け、94年には国家科学技術部の
批准を得ている。
昌平園区は北京市中心から京昌高速道路で北に約30加のところに位置する。
計画総面積は40k田2、第一期開発面積の5km2のうち1．7kmZが整備されたとこ
ろにある。計画の基本コンセプトは、科学技術成果を活用した生産専門基地
を整備するというものである。既にバイオテクノロジー・新医薬分野、電子
・情報分野、新材料分野、環境保護分野の5∝）社余りの企業進出が決定して
おり、バイオテクノロジー・新医薬分野の企業が約4割を占めているのが特
徴である。外資企業はスイス、フランス、ドイツ、米国、台湾など40社を数
え、約350社は個人企業や私営企業が占めていることも特徴的である。El系
企業はまだ進出していない。
投資規模で最大の企業はスイスのNOVARTIS社との合弁企業で、心
臓病薬の生産を行う北京諾牽制荊有限公司である。また、民営企業の急成長
企業の北京閑泰新技術産業公司（耐火繊維）、北京巨能公司（輸血液）、北京
路徳有限公司責任公司（保健食品）、北京清華銀納高科技発展公司（磁性体）、
北京文録激光科技有限公司（光ディスク）、北京三友雷射科技有限公司（レ
ーザー応用装置）、北京長空工業有限公司（ガソリンスタンド給油装置）、昌
寧集団（火災報知・消化システム）などが進出を決めている。
昌平固区におけるベンチャー企業支援
昌平園区の今後の企業誘致に関しては、中小ベンチャー企業に注目し各種
支援措置を講じながら進めていきたいとしている。昌平園区管理委貞会の組
織には「創業服務中心」がある。市内2カ所の新技術産業開発試験区は、そ
れぞれインキュベート施設を保有しているが、昌平園区は将来計画として帰
国留学生向けのインキュベータを考えている段階である。
昌平園区のベンチャー企業支援は、資金調達支援を重点施策としているこ
とが特徴である。例えば、民営企業で急成長し昌平園区に工場を新設した北
京問泰新技術産業公司（以下、閉泰公司）のケースは次のようであった。
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開泰公司は92年に理工系大学を卒業した夫婦が、事業資金20万元（約3（氾
万円）をもって炉内材料に用いる耐火繊維の開発・生産を行うため創業した
民営企業である。98年に北京市南部に生産工場を配置し、従業員数は数十人、
固定資産数千万元の企業に成長した。
創業服務中心では9年に開泰公司の昌平園区への新工場建設投資に対して
事業資金の融資を行った。これは、北京市科学技術委員会において出された
民営企業に対する支援方針をもとに成立した「担保基金」（前述の北京高新
技術創業服務中心を参照）制度を活用し開泰公司への銀行融資を仕組んだも
のである。
こうした先端・ベンチャー企業への資金提供（融資）の一般的なフレーム
は、まず、融資対象事業が国家科技部の指定する研究開発および成果の産業
化に関する重点項巨＝こ該当する事業であることが求められる。そうした科学
技術項目と目される事業は、企業情報とともに新技術産業開発試験区管理委
貞会に申請され、審査の結果適当と認められれば、さらに国家科技部に持ち
上げられ認可を申請することとなる。申請した事業および企業の要件が満た
されていれば「高新技術項目」「高新技術企業」として認定され、商業銀行
などの融資対象案件としての基本条件が整うことになる。銀行融資が実行さ
れるのには、さらに銀行サイドでの審査をクリアする必要がある。
創業まもないベンチャー企業にとっては極めて厳しい融資条件であること
が理解されよう。しかし近年、先端・ベンチャー企業の資金調達に関する支
援制度の創設や認定手続きの簡略化も図られてきている。例えば、98年に創
設された「北京市高新技術産業発展融資担保資金」の制度や、同じく98年7
月から新技術産業開発試験区管理委貞会で高新技術企業の認可権限を有する
ようになったことなどである。試験区管理委員会による高新技術企業の認可
は、次のような要件を満たすことが必要とされている。
①国家科技部の指定する12分野の技術・製品を扱っていること
（多国内生産性企業においては、固定資産と流動資産の合計が∽万元以上で
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あること
③国内開発系企業においては、固定資産と流動資産の合計が10万元以上で
あること
④従業員の40％以上が中等学校あるいは職業学校卒業以上であり、かつ30
％以上が大学卒業以上であることなどである。
写真－11昌平科技園区管理委員会（2∝沿年）
F
3　インキュベータのベンチャー企業
以下では、北京市のインキュベータ＜企業好化器＞において創業、もしく
は入居している5社のベンチャー企業の経営実態を紹介する。
（1）北京東方紀元軟件技術有限公司
当社は98年7月に北京留学生人員潅淀創業園にて創業したコンピュータ・
ソフトウエア開発を行うベンチャー企業である。創業メンバーは、北京経済
大学で物流管理を学び、大阪市立大学大学院経済研究科に留学し日本で就職
した李松氏（1962年生）、北京工業大学を卒業後、北京市の国有企業に就職
し技術提携関係にあった住友金属プラント（堺市）に3年間の技術研修に出
て、同社でパイプラインの自動溶接設備の設計を身に付けた張力氏（65年生）、
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張氏と北京時代の知り合いで大阪府立大学農学部に留学し現在、日本で就職
している周氏（65年生）の3名である。
彼らは日本で同じソフトウエア開発会社で働く中で北京での新規創業を準
備し、98年に2名が帰国し創業を果した。3名が働いていたのは、大阪リコ
ーの販売代理店と中小企業向け事務管理ソフトウエアの受託開発を手がける
ェック社（堺市）である。季氏はアルバイト時代を入れてエツク社に10年間
勤務し、張氏は李氏の誘いを受けてエッグ社で2年間、層氏も季氏の紹介で
エツク社に就職している。
李氏は95年ごろから、中国での事務管理ソフトウエア開発が事業として成
長すると考え準備を進め、98年に一時帰国した際に創業園の存在を知り、入
居申請を行ったものである。資本金は日本で働いて蓄積した資金をもとに、
3名の共同出資で30万元（約450万円）を用意し創業園のサポートを得て有
限公司の登録、設立を行った。創業園の支援制度では、初年度の創業スペー
ス家賃が無料（管理費のみ）であることがたいへん助かったという。
現在の仕事はエツク社からのソフトウエア受託開発で1（泊％を占めている。
開発したソフトウエアはインターネットにより送り返している。従業員は彼
ら2名を入れて6名。北京市での就職セミナーを通じて日本語を理解できる
ことを条件に採用した。一人前のソフトウエア開発要員には3，Ⅸ氾元（約
45，側0円）／月以上、事務職は1，500元（約22，5伽円）／月を支払っている0
今後の経営戦略
今後の3年間で人材育成を図り企業としての基礎条件を整えていくとして
いる。当面、日本企業からの開発下請けをしっかりこなし実力を蓄えていく。
国内の市場間掛は企業体力の充実に合わせて取り組み、5年後に日本向け、
国内向けを半々の割合にすることを目標としている。ゆくゆくは中国国内市
場向けのソフトウエア開発専門会社になっていくことを目指し、98年の「中
国国際ソフトウエア博覧会」にビジネスソフトを出展し「創新貧」を獲得で
きたのが自信となっている。
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創業者の3名とも北京市出身の「頭脳」人材である。それぞれ、中国で大
学教育を受け、さらに日本での留学、研修で知識を高め、実務を経験し、ビ
ジネスチャンスを探り、いずれは中国で会社を創業しようという「志」を高
めていたのである。彼らの日本での留学、研修、就業の経験は、中国で成長
が期待できる新事業分野のソフトウエア開発力を身に付けることができ、仕
事上のネットワークを形成できたこと、日本の大手企業のビジネスのやり方
を知ることができたことにおいて、彼らの挑戦に大いに役立っているとして
いる。
日本留学組の人材が日本での経験を活かして創業と企業成長を図ろうとす
る企業（者）が、日本とのより良い関係を深め、ビジネスの成功モデルを創
出していくことが望まれる。さらに、日本での経験とネットワークをもとに
して、新たな事業に挑戦する若者に対する日本の地域、企業、大学が応援す
る仕組みが期待される。
また、中国で新規事業創出に燃える彼らと、日本で新規創業に取り組む若
手人材との交流も、新たな日中間のビジネスネットワークを豊かにするもの
として多様な企画が考案されてよい。それは、日中相互の新規事業創出活動
に、より幅広く多様な機会と刺激をもたらすこととなろう。
（2）北京金北頂机電設備有限公司
GoldTopRiverElectronicTechnologyCo”Ltd．
北京高科技創業服務中心に入居し、業務用カスタムソフトウエアの開発を
行う先端ベンチャー企業が北京金北頂机電設備有限公司（以下、金北頂公司）
である。当社は93年に数名のグループにより創業を計画し、資金を持ち寄り
創業服務中心のインキュベータに申請、入居し創業支援を受けつつ開業した。
97年に資本金1（泊万元（約1，5碑万円）で有限公司（株式会社）登録を行い、
その後、増資し現在は資本金1，0の万元（約1億5千万円）となっている。
株式は創業者グループと中堅社員の7～8名が保有し、創業服務中心の直属
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公司も一部を出資している。創業服務中心からみればインキュベート・スペ
ースを提供した企業への投資である「建寓創業投資」にあたる。
創業者の一人で総経理を務め、57年生まれの礪建氏は国有自動車メーカー
の管理部門に勤務していた時に創業者仲間となる挑双氏と知り合った。59年
生まれの姓氏は北京工業大学を卒業後、首鋼集団に勤務しコンピュータによ
る生産管理ソフトの開発を担当していた。その後ソフトウエア開発会社に転
職し、鴻氏の工場自動化ソフトウエアの開発を担当したことから鳩氏と出会
うこととなった。二人はこれからの工T（情報技術）分野の成長可能性に期
待し共同出資して新会社の創業を目指すこととなった。
事業の内容
創業服務中心のインキュベータで創業した当初のメンバーは数名であった
が、現在は全員大学卒の従業貞30名の陣容となっている。これまで金融機関
向けの為替情報管理、預貯金情報管理ソフトウエアや公共事業向けソフトウ
エアの開発を手がけている。当社のユーザーは主として銀行、証券会社、メ
ーカー、商社などであり、それぞれで必要とされている業務用カスタムソフ
トウエアを開発、納入している。想定ユーザーに対して営業活動を行い業務
の効率化提案、商品企画・設計へと誘導している。
ソフトウエア開発の発注が決まれば、当社でシステム全体のフレームを設
計しプログラムの作成は外注することとなる。外注先は清華大学や北京理工
大学などの傘下公司や個人企業であり、大規模なプログラム作成の場合は
100名のプログラマーを編成したこともある。概ね3～4ケ月で納品するペ
ースで開発を行っている。
創業後、順調に業液を伸ばし利益も蓄積し、97年に株式会社の金北頂公司
となるとともに、98年には創業服務中心のインキュベータ内に当社と米周の
新建材、自動ドアメーカーのLongRiver社との合弁企業を設立した。それが
GoldTopRiverElectronlCTechnologyCo．．Ltd．であり、姓氏が董事長・総
経理を務めている。この合弁企業は金北頂公司の開発したソフトウエアとと
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もに、コンピュータ等の樺器類の販売、設置、ネットワーク工事、メンテナ
ンスの請負っている。LongRiver杜は既に北京市に独資企業を展開してお
り、以前から金北頂公司とはつきあいがあった。合弁事業の話はbngLiver
社からアプローチがあったものである。
今後の展開と創業服務中心の構え
金北頂公司の今後の事業方針は、ソフトウエア開発会社としてカスタムソ
フト開発専業から、パッケージソフトウエアの開発、販売への展開を予定し
ている。オフィス・スペースが手狭になってきているので、今後の成長を見
込んで事務所の拡大、移転を検討している。しかし、当地は創業の場所であ
り創業服務中心のサポートにも助かっているので、引き続き入居していたい
としている。
これに対して創業服務中心では、インキュベータへの入居期間は6年間を
限度としてはいるが、当社については特例としている。それは、当インキュ
ベータからの成長企業として対外的にアピールする意味合いが大きいと判断
しているからである。
こうした措置のしかたなどみると、原則は跨まえながら現実的な可能性を
柔軟に追求していく姿勢が感じられる。結果として個別の創業企業の状況に
あわせながら当該企業の最も有効な支援を提供していくところに落ち着いて
いるのであり、一つの創業支援のスタイルを示している。
（3）北京人民時空網絡科技有限公司
当社の前身は65年生まれの許剣秋氏と60年生まれの黄根令氏が立ち上げた
電子出版事業である。許氏は、独立創業前には人民出版社に勤務し電子出版
に関する業務を担当していた。費氏の前職は深＿市の証券会社の証券マンで
あり、許氏の呼びかけに賛同して事業に参加した。証券マンの黄氏は、成長
企業を分析し投資対象を検討する中でIT（情報技術）分野の電子ネットワ
ーク関係の成長可能性が高いことを理解していた。インターネットを中心と
一30－
（258）
する電子ネットワークに参加するユーザーは現在200万人おり、年間3倍の
ペースで増加している傾向を見て、電子ネットワーク市場は拡大すると考え
た。
98年1月に2名の個人資金と市政工程公司、人民出版社の3∝）万元（約
4，測0万円）の出資による株式会社を設立し、98年末に北京高科技創業服務
中心に入居した。当インキュベータの存在は人民出版社のユーザーが入居し
ており、そこから情報をもらったことが入居申請のきっかけであった。従業
員は20名、一般公募で募集したが、北京市ではIT分野が成長中で専門人材
が不足しており人材確保には苦労したという。
当社の事業は電子出版ネットワークを構築することである。今後、3年間
で漢字出版物の世界ネットワークを創り上げることを目標としている。事業
内容は、①既存の図書、新開、雑誌、音響商品をデジタル情報に置き換え電
子情報ネットワークに供給する　②中国国内の新臥出版部門間での電子情
報ネットワークシステムの構築　③新開、出版業界への電子技術情報提供
④関連するソフトウエア開発とネットワークシステム工事　　というもので
ある。
中国の電子出版事業ではCD－ROMタイプが既に商業化されている。イ
ンターネットタイプでは、ハード出版物のエレクトロこク・コマース（検
索、受注・発注、クレジット決済など）の段階にある。当社では電子出版の
配給を想定するユーザー層は青少年をターゲットとしている。新しい情報提
供システムは中国の音少年層に受入れやすいと考えている。一般読者向けの
出版物は10元前後／冊の価格帯であるので、電子出版では3元前後／冊で供給
する予定である。さらに、パーソナルコンピュータのユーザーの使っている
検索ソフトに対応した電子出版情報データベースの構築も進めている。
極）北京世普通智能電脳技術有限公司
当社は96年に北京豊台国際企業好化中心（北京IBI）にて創業した民営
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企業である。98年に高新技術企業として北京市科学技術委員会の認定を得た。
代表者は中関村の企業に勤務していたが、音声出入力ソフトウエア開発分野
で独立創業に踏み出した。これまで独自に研究開発と事業化に取り親み90年
には中文音声入力と変換能力は100字／分に到達していた。従業員は30名、そ
のうちソフトウエア開発人員は10数名となっている。開発人員は言語認識技
術に関する専門家であり、公募で採用している。
当社のコア技術は、パーソナルコンピュータでの音声入力と漢字変換技術
と、漢字入力音声出力技術である。中文連続語音の識別と漢字変換は北京語、
上海語、広東語のバージョンがあり、漢字変換能力は2（氾～500字／分に達して
いる。この分野における基礎研究は20年間の実績を有し国際特許を申請中で
ある。米国企業からこの特許案件を5億ドルで買いたいという話があったが
断り、99年3月から「火炬（たいまつ）計画」の支援プロジェクトとして市
場化に取り組んでいる。
さらに、多言語と中国語問の入出力システムの研究開発にも取り組んでお
り、中日一日中の音声入力と変換の共同研究開発の引き合いも受けている。
（5）康成電子
当社は山東省威港市に本社を置く通信機器、電話交換機メーカーの康成電
子（従業員400名）の子会社である。国有企業の康成電子は粥年に電話交換
機の技術導入と生産を目的として香港企業との合弁企業を設立、北京市六里
橋に営業、販売、メンテナンス拠点（40名）を展開していた。この間、北京
医科大学とのつきあいの中で北京豊台国際企業醇化中心（北京IBI）の責
任者の紹介を得てインキュベータの存在を知ることとなった。
当社にとって北京の地は威港市に較べ人的資源、技術情報環境などの面で
優れており、新製品の開発を進めるのに北京IBIへの入居はメリットがあ
ると判断し営業、販売拠点に加え開発拠点として子会社を配置したものであ
る。
－28－
（260）
北京IBIには98年下半期に子会社を設立し入居した。従業員は20数名、
威港市本社からの移籍組とインターネットにより募集して採用した人材から
なる。インターネットによる人材公募では50名をこえる応募があった。威海
市本社からの移籍組は六里穂に借り上げている社宅に入り当社まで通勤して
いる。
北京IBIの開発拠点の事業内容は、漢方医学の“経絡（ツポ）’’の測定
を行う健康機器と通信機器分野の開発、設計である。健康機器は現在、病院
でのモニター計測を行っており、その評価をもとに改良を進め、全国の漢方
医療病院への販売を予定している。通信機器分野は威海市本社の主力製品で
ある電話交換桟の設計開発である。北京IBIの開発拠点で開発設計された
新製品の生産は威海市本社の生産工場が担当している。
さらに当社は、95年に米国シリコンバレーに研究開発人材育成、情報収集
を目的とした独資企業を展開しており、既に20数名が現地派遣から帰国し北
京IBIへも配属している。
このように、当初は海外企業との合弁事業によって技術導入を図った地方
都市の国有メーカーが、自前の研究開発力を高めるために自ら米国に開発情
報拠点を展開し、さらに頭脳人材と国内市場情報を求めて北京市に開発設計
拠点を配置してきた流れが理解できる。北京市の開発、設計、市場情報の面
での立地優位性を評価した事業戦略を展開しているのである。
おわりに
以上で見てきたように、北京市の先端産業政策がターゲットとする5つの
産業分野の中で活発に成長を続けているのは電子・情報産業分野である。北
京市が政策を集中し、都市基盤整備を進めている中関村からは、聯想集団公
司、囚通集団公司、北大方正集団公司、清華紫光集団公司、科利華軟件集団
公司など中国を代表するIT系の先端企業が成長している。
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電子街を中心とする一帯を「中国のシリコンバレー＜中国産谷＞」にすると
して、民家やプレハブ長屋を利用した自然発生的なインキュベータを取り壊
し大規模な都市改造を進めている。政策的に新たなインキュベータ＜企業賠
化器＞を整備し、各種の創業支援制度を用意し、帰因人材などによるベンチ
ャー企業が数多く創業している。
こうした政策成果を踏まえ、北京市産業がさらに「先端技術の産業化」を
推進していくために必要な取り組みに対し、今後、日本の産業地域がいかに
関わり協力していくかということは、日本の産業地域の発展にとっても重要
な検討テーマとなろう。
この点、本稿の緒論として、中国の優秀な人材に注目し日本の産業地城と
の関わりを深めていくことが重要であるとする。具体的には「日本での留学
生の就業機会の提供」「メカニクス技術者、技能者の養成」を提案する。
（1）日本での留学生の就業機会の提供
北京東方紀元軟件技術有限公司のケースは、今後の日本の産業地域におけ
る留学生の創業支援に関して重要な内容を示唆している。創業者の3名は日
本での修学、研修の後、日本企業でソフトウエア開発やビジネスの実者を経
験している点に注目する必要がある。彼らの北京のインキュベータでの創業
の基礎条件を創ったのは、日本への留学および卒業後、日本企業においてビ
ジネスの実務経験と創業資金を蓄積できたことであろう。
留学生が大学等を卒業した直後に事業を創業することは不可能ではないが、
限られた人材にしか、そうしたチャンスは得られないと考えた方がよい。卒
業後、彼らの創業意欲に役立つビジネス経験を、引き続き日本で蓄積できる
状況を提供することが重要である。
多くの創業意向者の場合、一定のビジネス経験を蓄積し事業化の見通しを
つけてから創業に踏み出すのであろうから、日本の産業地域で彼らの就業機
会やビジネスチャンスを増大させる「留学生の就業・起業推進プログラム」
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を強力に推進することが期待される。
彼らが日本で創業し、日本企業として中国に展開し事業を拡大していくこ
とは、中国にとっても日本の地域にとってもハッピーなストーリーとして検
討するに催しよう。日本の産業地域が彼らの帰国創業を支援し、彼らの起し
た日本企業が中国進出することにより、その特定の産業地城は留学生にとっ
て事業機会を得やすく、創業し易い地域として知れ渡ることになる。その結
果、特定の産業地域は中国やアジアの人材の誘引力を高め、さらには、中国
やアジア企業が日本に進出する際の上陸地点として、その産業地域を選択す
ることにもつながろう。
この点、日本の産業地域では本格的な「留学生の就業・起業推進プログラ
ム」を発動しているところは少ない1㌔　しかし、各産業地域には中小企業が
アジアへの直接投資を行い10数年の経験を蓄積し、独自の企業発展を遂げて
「国際中堅企業」ujへと成長した企業が登場し始めている。国際中堅企業へ
と成長した企業は、その成長過程で社内人材の国際化を進めており、日本に
留学していた優秀な人材が清隆しやすい環境を整えている場合が多い。
ヨ本の中堅・中小企業の持つ優位性を中国やアジアで遺憾なく発揮するた
めに、中国やアジアの優秀な人材の活躍が重要な要素となっているのである。
（2）メカニクス技術者、技能者の養成
12つ　神戸市はポートアイランドⅢ期の中に「新たな中国人街」を形成すると
して、中国をはじめアジアの国々の企業の対内直接投資の受け皿を用意し
ているとともに、日本への留学生の創業を支援するため、インキュベータ
や住宅、各種のソフト支援を提供している。
131「国際中堅企業」については、西澤正樹「中小機械工業の中国進出～回際
中堅企業の登場～」商工総合研究所r商工金融」3（拍3年4月号、西澤正樹
「国際中堅企業の登場（I）（Ⅱ）（Ⅲ）（Ⅳ）」亜細亜大学アジア研究所所
報114号、115号、116号、117号、2α汰年5月、7月、11月、2005年1月を
参照されたい。
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かつての指令制計画経書削こおいては「研究開発（頭脳）」は、専ら大学や
回に所属する研究機関が担当し、国有生産単位の工場は原材料と図面と生産
技術を与えられ「生産（手足）」のみを担うという構図であった。この十数
年のベンチャー企業の創業と急成長の背景を探るならば“企業体における
「頭脳」と「生産」の一体化”によって市場要求への素早い対応を可能にし
てきたことが見逃せない。それは、＜民営科技企業＞という新たな位置付け
を手にした企業家の事業意欲がダイナミックに発露した結果といえる。
さらに、急成長のきっかけをつかんだ各社のコア技術がITであることに
も注意が必要である。例えば、パーソナルコンピュータのOSやパッケージ
ソフトの“漠化け技術（聯想）、ワードプロセッサの中文変換技術（四通）、
漢字電子出版システム技術（北大方正）、スキャナー・システム技術（清華
紫光）、教育ソフト開発技術（科利華）というものである。
こうした情報技術をコア技術とした応用製品開発は、既製品のコンピュー
タや周辺機器、電子部晶、機械装置を因内外市場から購入し組立て、優秀か
つ豊富な情報技術の開発能力を投入することによって、電子・情報産業分野
の急速な産業化が可能であったともいえる。
しかし、先端産業政策＜高新技術産業政策＞の対象である環境保護・省エ
ネルギー分野、バイオテクノロジー・新医学分野、オプトメカトロニクス分
野、新材料分野の先端技術の産業化を進めていくためには、製品化に必要と
される独自の電子部品、機械部晶、各種検査・試験装置類、生産設備などの
開発・供給を支えるメカニクス分野の技術革新が同時に進展していくことが
不可欠である。
例えば、日本の機械工業の集積地域では、メカニクス分野の最も基盤的な
技術である機械加工における超微細加工技術の開発、新素材の開発と連動し
た加工技術の開発、部品加工と設計～試作～組立～再生～処分のトータルシ
ステムの開発などが大学や企業における技術開発の焦点となっている。
北京市の先端産業の優位性を支えている研究開発能力（頭脳）を、さらに
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巾広い産業分野で結実させていくためにはメカニクス分野を先端産業政策に
位置付け、その技術・技能を高めていくことが重要な政策テーマとなろう。
メカニクス分野の技術革新を追求するために、大学や研究院が担う技術開
発の役割は大きい。同時に、そこで開発された先端技術が産業化されること
が重要である。そして、産業化のためのメカニクス分野の技術・技能の現場
の高度化を担う主役は、特定のメカニクス分野の技術・技能に専門特化し、
時間をかけて技術・技能を積み重ねていく中小規模の企業とその経営者、技
術者・技能者となろう。
日本の横根工業集積地域は、そうしたメカニクス分野の技術者、技能者の
養成に多面的に強力していくことが重要である。日本の機械工業集積地域
（の企業）で技術者、技能者として育った中国人材は、中国の「先端技術の
産業化」を支え、先導していくことになる。そして、日本と共通の技術系統
（「モノづくり」のスタイル）を身につけた彼らが活躍する中国企業は、日
本の機械工業集積地域の企業とのつながりをさらに深めていくことになるだ
ろう。
日本と中国の企業がメカニクス分野の「モノづくり」のスタイルを共有し
ていることが重要なのである。中国企業のメカニクス分野の「モノづくり」
のスタイルが、日本の中堅・中小企業の「モノづくり」スタイルと共有化さ
れていくことは、日本の機械工業集積地域の企業にとって、中国やアジアで
の事業フールドが拡張することに他ならない。
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名　称（所在都市）
付表　全回の主な企業好化器
創業床面積
（m2）
中開村創業服務中心（北京）
中関村豊台貿区科技創業服務中心（北京）
北京新材料高科技解化静（北京）
北京医科大生物医薬企業賠化器（北京）
北京高技術創案服務中心（北京）
清華創業園（北京）
清華軟件醇化器（北京）
北京理工高科技好化器（北京）
北京窒京科技創業園（北京）
大興県民営科技企業創業服務中心（北京）
北京北内飢遺業高科接辞化基地有限公司（北京）
北京諾飛科技賠化器有限公司（北京）
上海市科技創業中心（上海）
上海滑河経開発区科技創業中心（上海）
上海金橋創業中心（上海）
上海張江高新技術発展促進中心（上海）
上海中国紡織国際科技産業城発展公司
6，珊
23，259
510
??ぉ????
146　　　　31
8，3（》　　　　28
2，4（船　　　135
2，∝旧　　　1（泊
1，50〕　　　16
24，（X沿　　　　9
??
7，2（沿　　　　30
19，540　　　　24
1，671　　10
14，（櫛　　　　7
（上海）15，（伽　　　　5
天津市科技創業服務中心（天津）
天津泰送国際創業中心（天津）
天津新技術産業国区国際創業中心（天津）
天津塘活海洋高新区創業服務中心（天津）
重度高技術創業中心（重慶）
保定高新技術創業服務中心（保定）
石家産高新技術創案服務中心（石家庄）
山西省高新技術創業中心（太原）
包東希土高新区科技創業服務中心（亀頭）
鞍山高新技術開発区創業服務中心（鞍山）
漆陽市高科技創業中心（漆隆）
大連市高新技術創業服務中心（大連）
書林高新技術創業服務中心（書林）
長森科技創業服瀦中心（長春）
11，㈱　　　11
25，8（治　　　　25
17，（X氾　　　10
2，4（船　　　　7
13，729　　　　55
1謀）　　　13
11，7∝1　　16
4，610　　　13
23，821　　　23
2，0∝）　　　　5
11診脇　　　14
2も6∝）　　　20
5，3∝1　　　8
19，（X氾　　　17
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6
53
64
15
82
6
84
32
41
9
217
82
121
31
105
35
85
86
65
91
卒業企業数
（事業所）
???????????
0
0
0
0
0
0
5
6
2
0
37
0
0
0
81
18
40
8
25
3
43
30
4
35
大慶高新技術勧業服務中心（大慶）
吟ホ浜高新技術創業中心（喩ホ浜）
江蘇省高新技術創業服務中心（南京）
南京科技創業服務中心（南京）
無錫市高新技術創業服務中心（無錫）
南通市高新技術創業般務中心（南通）
常州市科技創業服務中心（常州）
宜輿額保科技創業中心（宜輿）
杭州高新区格技創業服務中心（杭州）
合肥高新技術創業服務中心（合肥）
安徽省科技創業服務中心（合肥）
福州市高新技術産乗創業服務中心（福州）
厘門高新技術創業中心（展門）
広西高新技術創業服務中心（南昌）
済南高新技術創業服務中心（済南）
威海市高技術創業服務中心（威海）
奉安高新技術創業服務中心（奉安）
済車高新技術創業服務中心（済寧）
青島市科技創業服務中心（青島）
鮎州高新技術産業開発区創業中心（鮎川）
河南省新拇市島新区創業服務中心（新郷）
洛陽高技術創業服務中心（洛賭）
購烙高新区創業服務中心（横線）
河南省高技術創業服務中心（郭州）
褒焚高新技術創業服務中心（蛮焚）
武漢東湖新技術創業中心（武漠）
湘渾高新技術創業服務中心（湘澤）
畏沙高新技術創業服務中心（長沙）
湖南省火炬創業中心（長沙）
湖南株州国家高新技術創業服務中心（株州）
衡陽市高新技術創案服務中心（衡陽）
中山高新技術創業版務中心（中山）
広州市高新技術創業服務中心（広州）
商事高新技術創業者中心（商事）
桂林科技創業服務中心（桂林）
27，096
8，233
5，688
9，畑
乳（X氾
3，（X氾
35．913
5，∝沿
12，220
11，約7
2，（X氾
8，6（力
4．376
14，40二1
12，（X沿
ll．蹟X1
6，460
8．0と氾
20
24，（X氾
5，099
16，213
21，00）
10，1∝〉
5，8（氾
19．（X氾
8，3（沿
1．830
1．460
43，380
2，∝X）
1，柳
11，（伽
2．7崇）
3，222
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（268）
柳州高新技術創業服務中心（柳州）
海南省高新技術創業服務中心（海口）
田川省科技劇薬中心（成都）
成都高新技術創業服務中心（戌都）
成都鳥新区技術創新服務中心（成都）
綿陽高新区創業服務中心（綿陽）
貴陽高新技術創業服務中心（貴隠）
昆明高新技術創業服務中心（良明）
渦南高新区創業服務中心（潤南）
成陽高新技術創業服務中心（成陽）
宝鶏高技術創業服務中心（宝鶏）
西安高新区創業服務中心（西安）
西安高新区蓮湘科技創業洩（西安）
甘粛省高科技創業服務中心（蘭州）
蘭州高新区創業服務中心（蘭州）
寧夏高新技術創業服務中心（銀川）
ウルムチ高新技術創業服務中心（ウルムチ）
??????????????〓????〓? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
????????????????????????? ?????????????????????
出典：RusbrrlLdkaka r解化与僚飛J民族出版社、2∝0年、pp．252～275
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